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序論  
 
	
 一般的に「水質汚染」と呼ばれる現象を引き起こす, 窒素・リン等の水質汚濁物質の

排出源はおおまかに点源（point source）と面源（nonpoint source）とに分類される. 点源
とは家庭や大規模工場など排出源が特定できるもの, 対して面源は降雨による市街地
からの汚濁物質の流入, あるいは農業由来のものなど, その発生源の特定が困難なもの

を指す. 本稿で扱う琵琶湖などの湖沼, あるいは東京湾を代表とする内湾といった閉鎖
性水域に汚濁物質が流入すると, 水質悪化を引き起こし, 時には赤潮やアオコといった
生態系や経済活動に大きな影響を及ぼす現象が生じる. これを受けて, 水質改善を目指

し各地で汚濁物質排出に関する規制や条例が定められてきた. しかしこれらの規制は
ほとんどがその対象を家庭系・工業系, すなわち点源に限定したものであり, 今日これ
らの規制による水質改善の効果は多くの場所で頭打ちの状態にある. そのため, さらな

る水質改善を達成するためには, これまでその扱いの難しさから後回しにされてきた
面源へのアプローチが必要とされる1. 
	
 面源への対策が重要であるという点で日本最大の湖である琵琶湖も例外でない. 琵

琶湖では 1977年に大規模な赤潮が発生して以来, 1979年の「富栄養化防止条例」をは
じめとする数々の規制や条例が定められてきたが, そのいずれもが家庭や工場など点
源を対象としたものだった. これらの規制により点源負荷はたしかに減少したが, その

一方で面源負荷の状態は長きに渡りほぼ横ばい状態にある. 結果として, 今では琵琶湖
における水質汚濁物質の排出源の約半分が面源となっており, もはや面源対策なしに
は琵琶湖のさらなる水質改善は果たすことは困難だと言える. これを背景に, 滋賀県で

は面源負荷の中でも人間の経済活動である農業由来の汚濁物質流入削減を目指し, 全
国に先駆けて 2001年から「環境こだわり農産物認証制度」, 2004年より「環境農業直
接支払制度」といった経済的インセンティブの導入を開始した. そして, 窒素やリンな

どの汚濁物質流入削減に一定の効果をあげている. これらの政策の概要や定量的効果
については, いくつかの文献により調査・検討が行われて来た2. しかし, 経済学のフレ
ームワークで政策分析を行った研究はほとんど存在しない状況となっている3. 

                                            
1 面源負荷についての包括的な議論は Shortle and Abler (26), Shortle and Horan (27)が詳しい. 
2 滋賀県(4), 宋(15)など. 
3 滋賀県における農業環境政策について経済学的分析を行った数少ない研究には吉田(20), 佐々木(2), 藤
栄(18)の三つの研究が挙げられる. 吉田(20)はコンジョイント分析により, 環境こだわり農業による水質改
善への住民のWTPを算出している. 佐々木(2)は共分散構造モデルにより, 環境支払政策に対する県民の
意識構造を明らかにした. また, 藤栄(18)は環境保全型農業が有する特徴やそれに取り組む農家のリスク
態度を織り込んだ農家行動モデルを用いて, 農業環境政策が農家行動に及ぼす影響を検討している. しか
し, 現行の環境農業直接支払制度の「一定水準以上のまとまりをもって取り組まないと支給されない」と
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 本稿の流れは以下の通りである. まずⅠ .では研究対象である琵琶湖の概要からはじ
め, 水質状況の変遷, 琵琶湖周辺の農業の特徴と水質汚濁物質排出について述べた後, 
本稿の分析で特に着目する「環境こだわり農産物認証制度」と「環境農業直接支払制度」

について概説する. Ⅱ .では, 現状整理を行い現行の認証制度・直接支払制度の仕組みを
整理した上で, 集落行動と農業環境政策の関係に関する経済モデルを構築する. そして, 
これらの政策がいかに機能し, どのような効果をもたらしているのかを経済学的見地

から明らかにし, 考察を行う.

                                            
いう基準についてはモデルに組み込まれていない. 
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Ⅰ .  琵琶湖  
 
	
 本稿の目的は農業由来の水質汚濁物質排出を抑える経済的インセンティブについて

検討することであるが, それに先立ち, 分析の対象とする琵琶湖について概観する. 

 
1.1 概要 

 
図  1	
 琵琶湖および周辺地図  

出所：Map Fan Web (http://www.mapfan.com/)より作成 

 
	
 琵琶湖は本州の中心部である滋賀県に位置し, 大津市と守山市を結ぶ琵琶湖大橋を

挟んで北を北湖, 南を南湖と呼ぶ. 日本国内に存在する湖沼の中で最大の面積(表面積
670㎢)を誇り, 滋賀県の面積全体の約 1/6を占める. 大小 460本余りの河川が流れ込み, 
最大深度は 104m, 貯水量 275億 tを有する4. 滋賀県, 京都府, 大阪府, 兵庫県にわたる

1,200 万人にその湖水が供給されており, 近畿圏の主要域は琵琶湖からの水の恵みの上

                                            
4 和田(20), p.197. 
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に成り立っていると言っても過言ではない. 琵琶湖流域では水田での稲作, そして独特
の漁業が長らく行われて来た. また, かつて「近江八景」と呼び琵琶湖の風景を楽しん
だことや, 今でも近隣住民が親しみを込めて「海」と呼んでいる事実に代表されるよう

に, 人々と琵琶湖の関係は歴史的に見ても密接なものとなっている.  
	
 琵琶湖は日本でただ一つ, そして世界でも二十ほどしか存在しない「古代湖」に分類
される. 古代湖とは十万年以上に渡り存在している湖を指し, 琵琶湖はおよそ四百数十

万年前から存在していた. その形状・状態を長期間に渡って大きく変化させることのな
かった湖であり, それゆえに琵琶湖固有の生物も数多く存在する. 郷土料理「ふなずし」
の材料となるニゴロブナとゲンゴロウブナを始め, 貝類と魚類の固有種は特に数が多

く, 貝類は 29 種, 魚類は 15 種の固有種が生息している. また, ラムサール条約にも登
録されており, 国際的にも重要な湿地と認識されている. 

 
表  1 琵琶湖固有種と滋賀県レッドデータブックの指定カテゴリ  

出所：『琵琶湖ハンドブック』 
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1.2 琵琶湖の水質 
 
	
 琵琶湖はかつてその水を手ですくって飲めるほどきれいだったと言われる. しかし

1950年代からの経済成長・人口増加に伴い徐々に水質が悪化し, 1977年に琵琶湖では
じめて赤潮が, 1983 年にはアオコが発生し, 以来毎年のようにこれら赤潮やアオコが
琵琶湖で出現するようになった. これを受け, リンが含まれる合成洗剤の使用を止めて

粉石けんを使おうという, 「石けん運動」と呼ばれる住民レベルでの琵琶湖の水質改善
運動が行われるようになった. また, 行政レベルでも水質改善を目指し, 1979年には富
栄養化防止条例, 1981年には環境影響評価要項制定など, 各種規制・条例が定められて

きた. 前述のように琵琶湖は人々の生活に密接に結びついている湖だということもあ
って, 下水道整備などに多額の予算がつぎ込まれた. 下図 2 では, 滋賀県では下水道整
備が急ピッチで進められて来たことが明確に示されている. 70 年代終わりから数十年

に渡り, 滋賀県においては「環境保全＝琵琶湖の水質改善」という時代だったと言える. 

 

 
図  2	
 滋賀県と全国の下水道普及率の推移  

出所: 『滋賀の環境 2011』 
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 排水規制の強化・下水道の整備といった, これらの取り組みが実際にどのくらい効果
があったのかは, 滋賀県が毎年発行している『滋賀の環境（滋賀県環境白書）』の水質
関連データから読みとることが可能だ. 

	
 まず, 水質状況を示す代表的な指標である全窒素(T̶N；Total-Nitrogen), 全リン(T̶
P；Total-Phosphorus)と COD 5の 1979年(琵琶湖富栄養化防止条例制定年)から現在に
かけての推移を見てみる. 

 

 

 
図  3	
 琵琶湖の全窒素 ,  全リン ,  COD の推移  

出所：『滋賀の環境 2011』 

 

                                            
5 化学的酸素要求量 (Chemical Oxygen Demand). 水中の非酸化生物質を酸化するために必要な酸素量を示
したもの. 代表的な水質指標の一つであり, 値が高いほど水中に有機物が多く, 水質状態は悪いとされる. 
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これらの図から, 窒素とリンは多少の減少傾向に, そして CODは横ばいあるいは多少
の上昇傾向にあることが読み取れる. ならば, これまで住民や行政が行って来た行動や
規制は大きな効果が無かったのだろうか. ここで,  下図 4にまとめられているそれぞ

れの指標を発生源別に分けたグラフを見てみると, 更に詳しい実態が分かる.  
 

 

図  4	
 発生源別全窒素 ,  全リン ,  COD 負荷量割合  

出所：『滋賀県の環境 2011』 
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 汚濁物質の排出源が特定しやすいもの（点源）からの汚染は概して減少傾向にある. 
特にリンと COD に関しては家庭系, 工業系からの排出が大きく削減されているのが明

らかだ. これらは住民レベルでの行動の変化, そして行政による各種規制が点源負荷に
対して一定の削減効果をあげていることを示している. 
	
 それでは琵琶湖の水質は完全に改善されたのかと言えば, そうではない. 表 2にまと

められているように, 琵琶湖はほぼ全ての項目においてその環境基準6を依然として達

成できていない状態にある.  

 
表  2	
 琵琶湖における生活環境の保全に関する環境基準および達成度 (2005 年度 ) 

出所：『琵琶湖ハンドブック』 

	
 これまで点源対策が長年行われて来たが, 琵琶湖のさらなる水質改善に向けてはそ
れだけでは限界があると言える. ここで再び図 4の汚濁物質の発生源別割合に目を向け

てみると, 面源負荷の割合はずっと横ばい傾向にあり, 近年は全体のほぼ半分を面源負
荷が占めていることが読み取れる. これは, 「琵琶湖富栄養化防止条例」をはじめとす
る規制・条例が点源のみを対象としており, 面源については実質ほぼ何の対策もなされ

てこなかったという事実を表している.  
	
 面源の中でも特に人間の経済活動である農業由来のものに関しては全リンとCODに
おいてはむしろ増加傾向にあり, 何らかの対策が必要だろう. しかし, 3 つの指標全て

について農地由来のものは全体の 12%ほどを占めるにすぎないため, それほど重視す

                                            
6環境基本法に基づき, 人の健康の保護および生活環境の保全の上で維持することか望ましい環境の水準を
国が定めたもの. 人の健康の保護に関する項目(健康項目)と生活環境の保全に関する項目(生活環境項目)の
2種類がある. 健康項目は, すべての地域で一律の基準値だが, 生活環境項目については, 対象とする地域
の立地条件や将来の利用目的などを考慮した「類型」という区分ごとにそれぞれ基準が設定されている. 
このため, 生活環境項目については, どの類型にあてはめられているかによって, 湖沼や河川ごとに基準
値が決まる. 
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る必要があるのかという疑問を持たれるかもしれない. しかし, 滋賀県算出のこの数字
に関しては, 実は実測頻度が十分ではなく, かつ半年に満たない作付け期間しか実測・
評価されていないという指摘がある. すなわち, 面源負荷の特徴である, ①降雨や肥培

管理を主とする汚濁負荷の非定常的流出と②流出の通年性に対応した測定がなされて

いない7. これらを踏まえて十分な精度で琵琶湖における農業からの汚濁物質排出状況
を研究したものは, いまのところ宗宮(16)しかない. その研究では非作付け期間の流出

負荷量は, 窒素と CODでは年間流出量の約 50%, リンでは 14%が流出することが示さ
れている（表 3）. すなわち, 非作付け期間の流出量を無視したデータは著しく過小評
価になっているのである.  

	
 また, 集水域の発生源別の窒素, リン負荷量の割合を計算したもの（表 4）によれば, 
水田を主とする農業系からの負荷が窒素 35%, リン 53%を占め, 最大の汚染源になっ
ている. もちろん, 水田の肥培管理や栽培技術, 土壌, 土地, 気候などの自然条件は地

域・年により変化するものなので, 1 箇所のみで測定されたこのデータを琵琶湖集水域
全体に当てはめるのは適当ではない. また, この調査が 2000 年時点でのものであるこ
とにも留意する必要はある. しかし, いずれにしても水田からの汚濁物質の流出につい

て精度の高い研究の蓄積が必要であり, それにより図 4に示された農業の排出割合が実
際はさらに大きく, 水質改善に向けて力を入れて取り組まなくてはいけないカテゴリ
だということがより明らかとなる可能性は高いと言えるだろう.  

                                            
7 宗宮(16), p. 43. 
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成分 
灌漑期(4月~9月) 

(kg/ha) 

非灌漑期(10月~3月) 

(kg/ha) 

年間 

(kg/ha・y) 

窒素(T-N) 22.1 23.6 45.7 

リン(T-P) 7.48 1.24 8.72 

COD (T-COD) 62 35 98 
表  3	
 水田の汚濁負荷流出量  

出所：宗宮(16), p. 43. 

 

 

滋賀県 國松試算 
 

窒素 リン 窒素 リン 

発生量 (t/d) 21.88 1.50 26.66 2.78 

自然系 40 20 34 11 

家庭系 24 37 19 19 

工業系 14 31 12 18 

内訳 

(%) 

農業系  22 12 35 53 
表  4	
 琵琶湖の NP 発生源別発生量  

出所：宗宮(16), p. 43.を一部改変 
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1.3 琵琶湖周辺の農業  
 

	
 前節では今日の琵琶湖の水質改善を考える際, 農業由来の汚濁物質流入削減が鍵と

なることを示した. そのため本節では, 琵琶湖流水域における農業, 農業濁水流出の様

子, そして滋賀県がこの農業濁水問題解決に向け取り組みはじめた「環境こだわり農産

物認証制度」と「環境農業直接支払制度」について見ていきたい. 

 
1.3.1 概要  

 
	
 滋賀県はいわゆる「江州米」（近江米）の産地として知られる. 滋賀県の全耕地面積
は 53,400ha で, 県総面積 401,700ha の約 13%を占める. このうちの 49,200ha(92%)
が水田であり, 富山県に次いで全国 2 位の水田率となっている. 農家数は約 36,000 人

であるが, 滋賀県では兼業農家の割合が非常に高くなっており, 農業外収入が農業収入
を上回る準主業農家と副業的農家が全体の約94%を占める. また, 農家の経営耕地規模
をみると, 約 56%が耕地面積 1ha以下で, 1~2haの層が 31%となっており, 農家一戸

あたりの平均耕地面積は 1.1haである. 水稲耕作用機械の普及が進んでおり, 動力田植
機と自脱型コンバインの普及台数は全国都道府県のなかでも第 1位となっている. これ
らに加え, 滋賀県の農業の特徴として, 集落や一定の区の単位で農家が各自の農地を持

ち寄り共同で機械や農作業, 管理などを行う「集落営農」の割合の高さが挙げられる. 集
落営農数は年々増加し, 2011年 3月には 757もの組織が存在, この数は全国で 1位とな
っている8.  

	
 整理すると, 農業以外にも収入のある比較的小規模な農家が, 近隣の農家と集落営農
の形で機械などをシェアし, 互いに協力・管理などを行ないながら水田で米を栽培して
いるというのが滋賀県の農業の基本的な姿である. これらの水田は特に琵琶湖東岸の

平野に多く存在している(図 5内のオレンジ部分).  

                                            
8 農林水産省, 2010,『2010年農林業センサス』. 
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図  5	
 琵琶湖集水域の土地利用図  

出所：滋賀県琵琶湖研究所編『滋賀県地域環境アトラス』 

 
図  6	
 経営耕地面積規模別（販売農家）数の推移  

出所：農林水産省『2010年農林業センサス』 

 
図  7	
 集落営農数の推移  

出所：滋賀県『しがの農林水産業』 
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1.3.2	
 農業濁水問題  

 
	
 農業濁水問題は単なる「濁り水」問題ではない. 農業濁水中には水田に施用された肥

料分である窒素やリンのほか, 除草剤などの農薬も含まれている. 琵琶湖集水域の水田

面積はおよそ 5万 haであるが, この水田から相当な量の富栄養化物質と除草剤が濁水

とともに琵琶湖に流入している. その意味で, 農業濁水問題は琵琶湖集水域の水田農業

が琵琶湖に与える環境負荷を象徴する現象なのである.  

	
 かつて日本の水田では, 用水確保の困難さから高地にある水田の排水を低地の水田

で用水として利用していた. この仕組みが 2000 年にほぼ完了した圃場整備, すなわち

水田の区画整備により, 滋賀県の水田でも用水路と排水路を分離した結果, 各農家の排
水はそれぞれが排水路へと流れ込み, 農業濁水問題が顕著になってきたと言われる. 

 

図  8	
 水利用の変化  

出所：滋賀県立琵琶湖博物館編, 2011, 『生命の湖	
 琵琶湖を探る』, p. 148. 
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図  9	
 用水ポンプ	
 	
  

琵琶湖や河川から確保された水源はこのようなポンプにより水田に送られる 

2011年 10月に滋賀県大津市にて筆者ら撮影 

 

 
図  10	
 排水路の様子	
  

各水田の排水は一定区画で共用している排水路へと流される 

2011年 10月に滋賀県大津市にて筆者ら撮影 
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 排水路へと濁水が流れ込む経路はいくつか存在するが, 特に挙げられるのは主とし
て用水管理に起因する「溢水 (オーバーフロー)」, 主として作業方式に起因する「落水」
9, 排水口と畦畔の管理に起因する「漏水」があると考えられている. いずれも営農管理

に関するものであり, 農家の取り組み次第で状況は改善できる. 

 
図  11	
 濁水流出の主な原因  

出所：滋賀県農政水産部耕地課・農村振興課, 2009, 「農村地域の良好な水循環を目指して	
 —農業排水対

策啓発資料集—」, p.4 

	
 もちろん, 行政や農家もこの問題に対して何も取り組んでこなかったわけではない. 

滋賀県は 80 年代半ばから農業排水対策として, 農業濁水の軽減に取り組んできた. 対

策は営農対策とハード対策に大別される. 営農対策としては, 農業濁水を出さない代か

き作業や排水を適切量だけ出すように排水口（尻水路）管理の励行を呼びかける「啓発

対策」をはじめ, 少量の水で田植えをする「浅水代かき」の指導, 必要な肥料を田植え

と同時に土中に施す施肥田植機の普及指導等がある. また, ハード対策としてはいった

                                            
9 9月になり稲穂が実って収穫が近づくと, 水を抜いて水田を乾かし, 土を固くして大型の農業機械で収穫
出来るようにする. また田植え前には「代かき」と呼ばれる, 用水を入れて土塊を砕く作業を行う. 代かき
が終わると水を抜く. このように農作業の過程で水を抜かなくてはいけない時期があるが, その際排水口
を広げ短期間で大量の排水をすることを「強制落水」という. 強制落水は地下浸透や少量を段々と排水す
る「自然落水」に比べ環境負荷が高い. 
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ん排出された農業濁水を排水路や河川でせき止め, 再度農業用水として利用する反復

利用施設の設置, 農業濁水を再度用水ポンプで圧送して農業用水として利用する循環

灌漑などの対策が行なわれて来た. そして, このような啓発活動・技術的対策に加えて

滋賀県が経済的インセンティブを農家に与える形の制度として取り組み始めたのが次

節で述べる「環境こだわり農産物認証制度」と「環境農業直接支払制度」である. 

 
1.3.3 環境こだわり農産物認証制度  

 
	
 農業濁水問題への対策として, 滋賀県は営農対策とハード対策を主として取り組ん

で来たが, 2001年に「しがの農林水産ビジョン」を制定し, 化学合成農薬および肥料の
削減に向けたさらなる具体的取り組みを始めた. 同年, この計画達成に向けて始まった
のが「環境こだわり農産物認証制度」である. この制度の細則を規定している「環境こ

だわり農業推進条例」によると環境こだわり農業は, 
「化学的合成農薬および化学肥料の使用量が慣行的使用量を相当程度下回って行なわれる農業

であって, 堆肥その他の有機質資材を適正に使用し, 農業排水を適正に管理し,  その他環境と

の調和に配慮した措置を講じて対象農作物を栽培するものをいう. 」10 

と定義されている. このように環境（農業濁水）に配慮して栽培された農作物に対して
滋賀県が「環境こだわり農産物」として認証する. この認証にあたっては前述の定義に

おいて化学肥料等の使用量が「相当程度」下回って, と記載されていたものが「5 割以
下の使用量」と具体的に定められている.11 認証された農作物には県の認証マークが貼
付けられ, 出荷・販売されることになる. また, 環境こだわり農作物を栽培している水

田・畑にはそのことを示す看板を掲げ, 一般圃場と区別する義務が生じる. 

 

図  12	
 滋賀県環境こだわり農産物認証マーク  

出所：滋賀県農政水産部農業経営課, 2011, 『環境こだわり農産物認証制度のあらまし』. 

                                            
10 滋賀県, 環境こだわり農産物推進条例第 1章第 2条第 1項第 2号 
11 滋賀県, 環境こだわり農産物推進条例第 3章第 14条第 2項第 1号 
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図  13	
 環境こだわり農作物認証作物を栽培している水田であることを示す看板  

2011年 10月に滋賀県守山市にて筆者ら撮影 

 

 
図  14	
 実際に販売されている認証米の様子  

2011年 10月に滋賀県守山市の JAおうみ富士（ファーマーズ・マーケットおうみんち）にて筆者ら撮影 
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 環境こだわり農産物は次節で述べる環境農業直接支払制度の発足もあり, 毎年その
実施面積を拡大してきた. 

 
図  15	
 環境こだわり農産物の栽培面積推移  

出所：滋賀県「しがの農林水産業」 

 
	
 環境こだわり農産物は慣行の栽培方法の 5割以下の化学肥料使用, そして農業排水の

適正管理等を認証の条件として義務づけている. この制度によって窒素やリン等の水
質汚濁物質排出状況は実際に改善されているかを検討するために, 滋賀県は 2005 年か
ら 2006年に渡り安土町東老蘇地区にて慣行的な栽培を行う水田と環境こだわり農産物

を行う水田からの栄養塩類等の発生負荷量を調査した.  

 
表  5	
 試験区の構成  

出所：滋賀県, 環境こだわり農産物環境影響調査事業結果報告 

 

	
 環境こだわり区と慣行の栽培を行なった水田の汚濁物質排出量状況は表 6 にまとめ
られている. これによると, 認証を取得するための環境こだわり農産物を行なった水田
では全窒素（T-N）で 46%~50%, 全リン（T-P）で 14~32%, 懸濁物質（SS：濁水等）
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で 26%~50%, 化学的酸素要求量（COD）で 30%~49%削減が達成された. 

 
表  6	
 慣行区と環境こだわり区の汚濁物質排出量比較  

出所：滋賀県, 環境こだわり農産物環境影響調査事業結果報告 

 

	
 このように環境こだわり農業自体には効果が認められるため, 単純に多くの農家が
環境こだわり農産物に取り組めば取り組むほど水質汚濁物質排出は減少していくこと

が予想される. しかし, このような慣行の化学肥料の使用を抑えて家畜のフンといった

有機肥料の利用, あるいは排水管理の徹底などは農家にとって費用が増加することに
他ならない. そのため, 単に条例を制定し農家に参加を呼びかけるだけではこの制度は
広まっていかないと滋賀県は考えた. その結果, 「環境に配慮した農業を営む農家を応

援する」という目的で 2004年より環境こだわり農産物認証制度と密接な関係を持つ形
で新たにスタートしたのが「環境農業直接支払制度」である. 

 
1.3.4 環境農業直接支払制度  

 
	
 環境に配慮した農業を営む農家は排出削減に貢献している一方, 排水の適正管理等

を行うため労働費用が増加し, 認証制度に参加するインセンティブをそれほど持たな
い. このことを踏まえて滋賀県は 2004年より全国に先駆けて「環境農業直接支払制度」
を導入した. 環境直接支払制度に参加する農家は, まず県知事との間で環境こだわり農

産物実施協定を結ぶ. 主な内容は①化学合成農薬および化学肥料の使用量を慣行の 5割
以下に削減すること, ②堆肥・農業排水の適正使用および管理, ③協定期間は 5年間で
あることなどである. このようにして県に提出した生産計画に定めた方法によって栽

培を行うことで, 農家は環境こだわり農産物の認証を受けることができるとともに, 助
成金を受給することができる.  
	
 このように環境に配慮した農家を応援する目的で設置された直接支払制度であるが, 
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図 15 に表されたように環境こだわり農業に取り組む農家の数が順調に増えるに従い 
次第に滋賀県の財政を圧迫するようになり, 設立年の 2004年には約 1億 2千万円だっ
た総交付額が 2006年には倍以上の約 2億 6千万円にまで膨れ上がった. これを背景に, 

滋賀県は国から補助金支給を援助してもらうために, 2007 年に国制度である「農地・
水・環境保全向上対策」を「環境農業直接支払制度」に盛り込んだ. この制度では地域
の環境保全に向けた先進的な営農活動, 農地・水などを守り質を高める効果の高い共同

活動を支援することを目的として, これらを行う農家に対し取り組み面積に応じた支
払と集落などのまとまりを単位とする支援を行う. 助成金を受給するための条件は前
述の環境農業直接支払制度とほぼ同じで慣行農法の 5割以上の化学物質削減, 排水の適

正管理などであるが, この制度においてあらたに追加されたものとして「地域でまとま
りをもった取組であること」が挙げられる. これは環境農業を「面」として広げたいと
いう思惑に基づくもので, 現行の制度では作物ごとでみて集落等の生産者の 5割以上が

環境こだわり農業に取り組まない限り補助金は支給されない. 補助金の交付単価は米
については10アールあたり6000円と定められているが, さらに具体的な交付額は環境
こだわり農産物の作付面積の増加に基づき決定される（表 7）. また, この表 7 からは

「環境こだわり農産物」の販売価格は収量の減分を考慮し, 粗収益が慣行農産物と同値
となるように設定されていることも読み取れる. 

 

表  7	
 交付単価の算定根拠  

出所：滋賀県農政水産部農業経営課, 『滋賀の環境農業直接支払制度について』 
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Ⅱ .  モデル分析  
 
2.1 現状整理  

 
	
 琵琶湖のさらなる水質改善が焦点となっている滋賀県では全国に先駆けて, 農業由
来の水質汚濁物質削減を目指し「環境こだわり農産物認証制度」, 「環境農業直接支払

制度」といった経済的インセンティブの導入をはじめた. これらにより化学肥料使用量
の削減, 排水の適正管理をはじめとする環境に配慮した農業に従事する農家・集落の数
が年々増加して来ている. この「環境こだわり農法」は汚染物質排出削減への寄与が認

められているため, この農法を選択する農家・集落の増加は, 対策の難しい面源負荷に
対して効果的であると考えられる. 本章ではこれらの経済的インセンティブと農家・集
落行動に関する経済モデルを構築し, 琵琶湖における農業環境政策の経済分析を行う. 

 

2.2 仮定の設定  
	
  
	
 モデル分析を行うにあたり, 必要な仮定を設定する. 

 
• 簡略化のために合理的な代表的集落がただ１つ社会に存在する経済主体であると

仮定し, この集落は財を生産し利潤最大化を行うという生産経済を考える. 
• 集落が生産する財は米のみとする. 
• 米の栽培方法には, 慣行的な化学肥料使用量に基づいて行なわれる慣行農法と, 化

学肥料使用量を減らし, 排水の適正管理なども行って作られる環境こだわり農法
が存在する. 集落は所与の経営耕地全体のうち, それぞれの農法を行う割合を選択
できる. また, 二種類の方法によって栽培された米は, 現在共に市場で売られてい

るものとする. 
• 環境こだわり農法で栽培された米は「環境こだわり農産物」として認証され, 価格

プレミアムがつく. 

• 一定の割合以上の土地を「環境こだわり農業」に割く集落には「環境農業直接支払

制度」に基づき, 補助金が支給される. また, この一定水準以上になると補助金額
はこだわり農法の土地割合に基づき増加していくものと仮定する. 

• 当局は集落がこだわり農法を行う土地の割合を直接変化させることはできないが, 
補助金支給の要件となるこだわり農業の土地割合と, 土地一単位あたりの補助金
支給額は変更可能であるとする. 
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 これらの仮定に基づき, 本稿のモデル分析において使用する記号を以下のように定
義する. 

 

€ 

p：慣行農法により生産される米の価格 
・価格は正：

€ 

p > 0  

 

€ 

q：化学肥料一単位あたりの価格 
・価格は正：

€ 

q > 0 

 

€ 

θ：所与の経営耕地のうち, こだわり農法を行う土地の割合 
・

€ 

0 ≤θ ≤1 
・

€ 

θ = 0は土地全体を慣行農法に, 

€ 

θ =1は土地全体をこだわり農法にあてることを意味
する. 

 

€ 

θ ：補助金支給の条件となる, こだわり農法の割合 

・当局は

€ 

θ を

€ 

0 < θ <1の区間に設定する 
 

€ 

a ：仮に所与の土地全体で慣行農法を行うとき, 集落が投入することになる肥料量 
・投入肥料量は非負：

€ 

a ≥ 0  
 

€ 

a：集落が実際に慣行農法に投じる肥料量 
・

€ 

a ≡ a 1−θ( )として定義し, その値は非負：

€ 

a ≥ 0  
 

€ 

λ：慣行農法への肥料投入量に対するこだわり農法への肥料投入量の比率 
・

€ 

0 < λ <1 
 

€ 

a − a( )λ：集落が実際にこだわり農法に投じる肥料量 

・

€ 

a , 

€ 

a , 

€ 

λの定義より, 土地全体をこだわり農法にあてる時の肥料使用量は：

€ 

a − a( )λ = a λ < a if a = 0  
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€ 

L θ( ) = θ 2 + k：排水管理などの労働費用 

・ こだわり農法の割合が増えるに従い労働費は増加していき, 増加の具合は逓増： 

€ 

L'> 0, 

€ 

L' '> 0, 

€ 

L 0( ) > 0 , 

€ 

k > 0  
 

€ 

x θ, a( )：こだわり農業の生産関数 

・こだわり農法により栽培される米の生産量は

€ 

θの増加に伴い増加していき, 増加の具

合は逓減：

€ 

xθ ≡
∂x θ, a( )
∂θ

> 0 , 

€ 

xθθ ≡
∂ 2x θ, a( )
∂θ 2

< 0  

・こだわり農法により栽培される米の生産量は

€ 

aの増加に伴い減少していき, 減少の具

合は逓増：

€ 

xa ≡
∂x θ, a( )
∂a

< 0 , 

€ 

xaa ≡
∂ 2x θ, a( )
∂a2

> 0  

 

€ 

y θ, a( )：慣行農業の生産関数 

・慣行農法により栽培される米の生産量は

€ 

θの増加に伴い減少し, 減少の具合は逓減：

€ 

yθ ≡
∂y θ, a( )
∂θ

< 0 , 

€ 

yθθ ≡
∂ 2y θ, a( )
∂θ 2

< 0  

・ 慣行農法により栽培される米の生産量は

€ 

aの増加に伴い増加し, 増加の具合は逓減： 

€ 

ya ≡
∂y θ, a( )
∂a

> 0 , 

€ 

yaa ≡
∂y 2 θ, a( )
∂a2

< 0  

 

€ 

α：「環境こだわり農産物認証制度」により発生する価格プレミアム 

・価格プレミアムは正：

€ 

α > 0  

 

€ 

β：「環境農業直接支払制度」の交付単価 
・交付単価は正：

€ 

β > 0 
 

€ 

A θ( )：「環境農業直接支払制度」により支給される補助金額 
・ 補助金は当局の定める水準以上の土地をこだわり農法にあてないと支給されず, 現
行の

€ 

A θ( )を以下のように表す： 

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥θ 

0 if θ < θ 

⎧ 
⎨ 
⎪ 

⎩ ⎪ 
 

・ 補助金の支給額はこだわり農法の実施面積の増加と共に増加する：

€ 

A'> 0 
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2.3 分析  
 
	
 以上の仮定に基づき, 琵琶湖の水質改善を目指した農業環境政策の経済分析を行う. 

はじめに, 分析を行っていくにあたって基本となるモデルを設定する（2.3.1）. このモ
デルを基に, 現状分析として滋賀の「環境こだわり農産物認証制度」の経済学的意味を
明らかにし（2.3.2）, その後この認証制度に「環境農業直接支払制度」を加えた場合は

集落の行動がいかに変化するかを検証する（2.3.3）.  

 
2.3.1 モデル  

 
	
 集落の目的関数

€ 

πを下記のように設定する. 

€ 

π = p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) − q a − a( )λ + a( ) + L θ( ){ } + A θ( ) 

	
 集落が選択する変数は環境こだわり農業を行う面積

€ 

θと慣行農業への肥料投入量

€ 

a

である（

€ 

aの選択によりこだわり農業への肥料投入量も決定される）.  

€ 

a − a( )λ + a( )は総肥料投入量を表すため, 

€ 

q a − a( )λ + a( )は総肥料費を表す. 

€ 

a ≡ a 1−θ( )の定義より, これを

€ 

q a − a( )λ + a( )に代入すると以下のようになる.  

€ 

q a − a 1−θ( )( )λ + a 1−θ( )( ) 

さらにこの式を整理して, 

€ 

q −a 1− λ( )θ + a ( )  

という式を得る. 
	
 肥料投入量をこのように表す理由は2つある. 1つは, 肥料投入量

€ 

aはこだわり農法を

行う土地面積

€ 

θについて独立変数ではなく, 従属変数として捉えて表現した方が現実と
合致するためである. もう 1 つは, 本稿では政策パラメータを

€ 

θ , 

€ 

A θ( )として, これら

の変化に伴い集落がいかに環境こだわり農業の面積

€ 

θを変化させていくのかを見てい

くが, それにあたり, 肥料投入量をこのように表すことで

€ 

θを中心とした議論が容易に

なるためである. 

€ 

−a 1− λ( )θ + a は傾きが

€ 

−a 1− λ( ) , 切片が

€ 

a の一次減少関数であり, 

€ 

θが増加するほど総肥料投入量も減少することを意味している.  
	
 以上の肥料投入量に関する議論より, 集落の目的関数

€ 

πは下記のように書き換えら

れる. 

€ 

π = p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) − q −a 1− λ( )θ + a ( ) + L θ( ){ } + A θ( ) 
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ここで, 集落の収入

€ 

Rと総費用

€ 

Cを以下のように定義する. 

€ 

R ≡ p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) = −
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l  

€ 

C ≡ q −a 1− λ( )θ + a { } + L θ( ) = q −a 1− λ( )θ + a { } +θ 2 + k  

これより, 

€ 

π = R −C + A θ( ) 

と簡潔な形で書き表せる.  

 
2.3.2 環境こだわり農産物認証制度の経済分析  

 
	
 2.3.1 で定義した農家の目的関数

€ 

πを基に, まず「環境こだわり農産物認証制度」の

みが単独で行われた場合の経済分析を行う. ここでは集落の利潤最大化問題を考え, 認
証あり（価格プレミアム あり）, 補助金

€ 

A θ( )なし, という状態を仮定する. 

	
 集落の問題は, 米の生産による収入から生産にかかる費用を除した利潤を最大化す

るような

€ 

θと

€ 

aを選択することとして表され, 次のように定式化できる. 

€ 

max π = p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) − q −a 1− λ( )θ + a ( ) + L θ( ){ } 

あるいは, 

€ 

R ≡ p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) = −
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l  

€ 

C ≡ q −a 1− λ( )θ + a { } + L θ( ) = q −a 1− λ( )θ + a { } +θ 2 + k  

の定義より, 

€ 

max π = R −C  

と簡潔に書き直せる. 一階の条件は, 

€ 

R'= C' 
となり, これを満たす

€ 

θを

€ 

θ0とする. これらの関係をグラフに表すと図 16 のようにな

る. 

 

! 

"
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図  16	
 環境こだわり農産物認証制度の効果  

	
 

€ 

p +α( ) ⋅ x θ, a( )がこのような形状をとるのは, 認証制度により発生する価格プレミ

アム

€ 

αが環境こだわり農法による収量の減分を相殺するような値に設定されていると

いう現状を反映している（p. 22, 表 7参照）.  
	
 すなわち滋賀県においては, 

€ 

p +α( ) ⋅ x 1, λa ( ) = py 0, a ( )となるように

€ 

αが決められ

ている. このような価格プレミアム

€ 

αがつくならば, 補助金がない状態でも, 集落は

€ 

θ

を

€ 

θ0まで増加させる. 上図において利潤は矢印の長さで表されており, 

€ 

θ0のときの集

落の利潤は

€ 

θ = 0のときの利潤よりも大きい. このことは, 2004 年の「環境農業直接支
払制度」導入前, すなわち 2001年から 2004年という, 「環境こだわり農産物認証制度」
のみであった期間にも環境こだわり農法を行う集落・農家が存在していたという事実（p. 

20, 図 15）を理論的に裏付ける. 
	
 価格プレミアム

€ 

αの効果により, 「環境こだわり農産物認証制度」だけでも集落が環
境こだわり農業を行う多少のインセンティブは発生するが, 利潤最大となる

€ 

θ0よりも

その面積を増やすことはない. 

€ 

θを大きくしすぎて の区間となると, 費用も

増加しすぎるため集落は赤字となる（

€ 

θ0 <
1
2
の証明は巻末付録を参照）. 

! 

"# < " $1
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2.3.3 環境農業直接支払制度の経済分析  

 
	
 次に環境農業直接支払制度の分析を行う. ここでは現行の制度に基づき, 補助金支給

額の要件となる環境こだわり農業の実施面積は

€ 

θ =
1
2
として, 認証あり（価格プレミア

ム あり）, 補助金

€ 

A θ( )ありという状態での集落の利潤最大化問題を考える.  

	
 

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

1
2

0 if θ <
1
2

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

	
 は「環境農業直接支払制度」に基づいて

€ 

θ =
1
2
を

境として支給される補助金である. 現行の制度では交付単価×面積という基準で支給
されているため12, このように原点を通る一次増加関数として表せる. また, この関数

の傾き

€ 

β（追加的な補助金の交付単価）について, 現行の直接支払制度では環境こだわ
り農法と慣行農法のそれぞれで発生する費用の差額分を土地面積で割った値として設

定されている（p. 22 表 7 参照）. これより, 

€ 

βの値は土地全てを環境こだわり農法に

あてる場合の費用から土地全てを慣行農法にあてる場合の費用を引いたものを, 土地
全体の面積で割ることで求められる.  
	
 すなわち現行の制度における交付単価

€ 

βは 

€ 

β =
C 1( ) −C 0( )

1
 

として表される. 

€ 

C ≡ q −a 1− λ( )θ + a ( ) +θ 2 + kの定義より, 

€ 

β =
q −a 1− λ( ) ×1+ a ( ) +12 + k{ } − q −a 1− λ( ) × 0 + a ( ) + 02 + k{ }

1
 

整理して,  

€ 

β =1− qa 1− λ( )  
を得る. この式において

€ 

L 1( ) − L 0( ) =1が労働費の差を, 

€ 

qa 1− λ( )が肥料費の差をそれ
ぞれ表している. また, 

€ 

β > 0の仮定より

€ 

1 > qa 1− λ( )という式が導きだせ, 「環境農業

直接支払制度」に基づく補助金が支給される範囲内では, こだわり農法を行うことによ
る労働費の増分が, 化学肥料投入量を減らすことで生じる化学肥料費の減分を必ず上
回るということが言える. 

                                            
12 正確には交付額=交付単価×作付面積×作付回数である. しかし本稿では集落が生産する財は米のみと
いう社会を想定しており, 米の作付回数は通常１年間に 1回であるため, 作付回数は問題としていない. 

! 

"
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 以上を踏まえた上で集落が直面する問題を示すと, 

€ 

max π = p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) − q −a 1− λ( )θ + a ( ) + L θ( ){ } + A θ( )  

あるいは簡略化して, 

€ 

max π = R −C + A θ( )  

となる. 一階の条件は, 

€ 

R'= C'−A'  
となり, この式を満たす

€ 

θを

€ 

θ1とする. これらを整理してグラフで表すと図 17 のよう

になる. 

 
図  17	
 現行の環境農業直接支払制度の効果  

	
 集落の費用関数

€ 

Cは

€ 

1
2
≤θ ≤1の区間で上図のように

€ 

C − Aという増加関数として新

たに表せる. 現行の制度では

€ 

θ1 = θ =
1
2
となり, このときの利潤は認証制度単独の場合
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の利潤

€ 

π θ0( )より大きい（ が増加関数となること, 

€ 

θ1 = θ =
1
2
と決定されること, 

€ 

π θ0( ) < π θ1( )であることの数理的証明は巻末付録を参照）. つまり, 現行の「環境農業

直接支払制度」に基づく

€ 

A θ( )が導入されることにより集落は

€ 

θ0から

€ 

θ1まで環境こだわ

り農業の面積を増加させることが分かる. 補助金が貰えるならば, 費用のかかる環境こ

だわり農法を行う面積を増やすという集落の行動は直感とも一致する. しかし, 

€ 

θ1 =
1
2

が合理的な集落が選択する環境こだわり農法の最大の面積であり , すなわち

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

1
2

0 if θ <
1
2

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

と決定されている現行制度の限界とも言える.  

 現行の環境農業政策, すなわち 2 つの経済的インセンティブと集落行動に関する以上
の経済分析を踏まえた上で, 

€ 

θをさらに増やすことが出来るような政策はどのようなも

のかを考察していく. 

 

! 

C " A



 
 

32 

2.4 考察  
 
	
 現行の「環境こだわり農産物認証制度」と「環境農業直接支払制度」はそれぞれ環境

こだわり農法を行う面積を増やす効果があることを 2.3の分析で明らかにした. しかし, 
滋賀県庁で行ったインタビューで,「滋賀県としては環境こだわり農法を行う面積をさ
らに増やしたいという思いが強い」という話を伺った. そのため, 本節では現行制度の

限界である

€ 

θ1 =
1
2
を超えるような

€ 

θを集落に選択させるための手段として, 

€ 

A θ( )すな

わち補助金の支給の仕方, あるいは補助金支給の要件となる環境こだわり農法面積

€ 

θ 

を当局が変える場合を考えていく. 

 
2.4.1 補助金支給の仕方を変更した場合  

 
	
 2.3.3でも用いたように, 現行の環境農業直接支払制度では,

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

1
2

0 if θ <
1
2

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

と補助金支給額が定められているが, これを

€ 

A θ( ) =
β 'θ − h β'> β > 0( ) if θ ≥

1
2

0 if θ <
1
2

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

と変更した場合を考える. すなわち, 補助金

支給の要件となる

€ 

θ =
1
2
のときの

€ 

A 1
2
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ は現行制度より低いが, その後の追加的補助金

支給額が多いというケースである. 比較のため, 現行制度における

€ 

A θ( )を

€ 

A1 θ( ) , この
新たな制度における

€ 

A θ( )を

€ 

A2 θ( )と表す. 

 この条件の元でも集落の問題の形自体は 2.3.3と変わらず, 

€ 

max π = R −C + A2 θ( )  

であり, 一階の条件は, 

€ 

R'= C'−A'2 θ( )  

となる. この式を満たす

€ 

θを

€ 

θ2とする. この状態をグラフで表すと図 18のようになる. 
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図  18	
 新たな直接支払制度が

€ 

θを増加させる場合  

 

	
 農家の新たな費用関数は

€ 

C − A2で表され, これは

€ 

θ = θ =
1
2
の時に

€ 

C − A2 > C − A1で

あるためこのような位置関係になる. また, 

€ 

θ =1に近づくにつれ

€ 

C − A2の値は小さく

なっていくため, 

€ 

C − A1とは異なり減少関数となる.   

€ 

C'−A'2 < C'−A'1 β'> βである
ことより, 

€ 

θ2 > θ1となり, 補助金支給の仕方を変えることで

€ 

θを増やすことが可能であ

ることが示せた（

€ 

θ2 >
1
2
であることの証明は巻末付録を参照）. 

	
 しかし, この新たな制度の下で実際に集落が

€ 

θ2まで環境こだわり農法を行う面積を

増やすインセンティブを持つためには条件があり, 

€ 

A2 θ( )の傾き

€ 

β ', すなわち新たに定
める追加的な補助金額が十分に大きくなくてはならない. 

€ 

β 'が十分に大きくない場合
の

€ 

A θ( )を

€ 

A3 θ( )とすると, これまでの議論と同様に集落の問題は, 

€ 

max π = R −C + A3 θ( )  

であり, これを解いて, 
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€ 

R'= C'−A'3 θ( )  
を得る. この式を満たす

€ 

θを

€ 

θ3とすると, 

€ 

C'−A'2 > C'−A'3より

€ 

θ2 > θ3となる. これら

を整理して, 集落が取る行動を明らかにするためにグラフを描くと図 19のようになる.  

 
図  19	
 新たな直接支払制度が効果を持たない場合（利潤が赤い矢印の時が

€ 

θ3）  

	
  
	
 図 19 では, 新たな

€ 

C − A θ( )を

€ 

C − A3という赤色の曲線で表記している. 

€ 

θ =1, すな
わち土地全てで環境こだわり農業を行った場合の点を見てみると, 

€ 

β 'が小さい時の曲
線

€ 

C − A3は

€ 

C − A2に比べて上方に位置し, これにより

€ 

C − A3はより緩やかな曲線とな

ることが分かる. さらに

€ 

θ3の時の集落の利潤

€ 

π θ3( )と認証制度のみの場合の利潤

€ 

π θ0( )
を比較すると, その関係は

€ 

π θ0( ) > π θ3( )となっており, 集落は補助金が支給されるに
も係らず

€ 

θ0を選択する. すなわち, 我々の提案する新たな環境農業直接支払制度は無

条件に を増やすとは言い切れず, その効果は追加的な補助金支給額に左右される. 

	
 

€ 

β 'が効果を持つためにはその値が「十分に大きくなくてはならない」と前述したが, 

具体的にその範囲を求める. 

	
 新たな制度において , 当局は集落が

€ 

θ を超えてこだわり農法を行う場合 , 

€ 

A θ( ) = β 'θ − h だけ追加的な補助金を支給するが , この補助金支給額について , 

€ 

C 1( ) ≥ A 1( )を必ず満たさなくてはいけない. これは「環境農業直接支払制度」に限らず

! 

"
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補助金一般に言えることだが, 仮に

€ 

C 1( ) < A 1( )だと当局は費用の増分を上回るほど余
計に補助金を支給していることになり, 現実と合致しない. これより, 追加的な補助金
額を定める

€ 

β 'の大きさについての条件が一つ求められる. 

	
 

€ 

C ≡ q −a 1− λ( )θ + a ( ) +θ 2 + k , 

€ 

A θ( ) = β 'θ − hより

€ 

C 1( ) ≥ A 1( )を満たすような

€ 

β 'は, 

€ 

C 1( ) ≥ A 1( ) 

€ 

λqa +1+ k ≥ β '−h  

€ 

β '≤1+ k + λqa + h  

となり, 

€ 

β 'はこの値を上限として設定されなくてはならない. 

	
 また, 当局が行う農業環境政策が環境こだわり農産物認証制度のみのときの集落の

問題を, 

€ 

max π = R θ( ) −C θ( )  

としていた. そして, この問題を解いた時の

€ 

θを

€ 

θ0と定めたので, 

€ 

θ0を

€ 

πの式に代入し

たものが

€ 

π θ0( )である. すなわち, 

€ 

π(θ0) = p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) − q −a(1− λ)θ0 + a{ } −θ02 − k  

と表せる.	
  
	
 一方, 環境農業直接支払制度が導入された場合の集落の問題は,  

€ 

π(θ0) = p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) − q −a(1− λ)θ0 + a{ } −θ02 − k + β 'θ − h  

と表される. そして, これを解いた時の

€ 

θが

€ 

A θ( ) = β 'θ − hの

€ 

β 'の値によって, 

€ 

θ2ある

いは

€ 

θ3となることを示した. 

€ 

θ2の時の集落の利潤

€ 

π θ2( )は

€ 

π θ0( )よりも大きいので集落
はこだわり農法の面積を増やすが, 

€ 

θ3ならば利潤

€ 

π θ3( )が

€ 

π θ0( )よりも小さくなるため
集落は

€ 

θ0を選択する. 図 19 ではグラフにより利潤の大小関係を示したが, ここでは環
境農業直接支払制度が効果を持つための

€ 

β 'の条件を数学的に明らかにする. 

	
 

€ 

π θ0( ) < π θ( )となるならば集落は

€ 

θを増加させるインセンティブを持つ. すなわち, 

€ 

π θ0( ) < π θ( ) 

€ 

p +α( )⋅ x θ0, a( ) + py θ0, a( ) + qa 1− λ( )θ0 − qa −θ0
2 − k

< p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ, a( ) + qa 1− λ( )θ − qa −θ 2 − k + β 'θ − h
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を満たすよう

€ 

β 'が設定されている必要がある. これを解いて,  

€ 

p +α( )⋅ x θ0, a( ) − p +α( )⋅ x θ, a( ) + py θ0, a( ) − py θ, a( )
+qa 1− λ( )θ0 − qa 1− λ( )θ − qa + qa −θ0

2 − k +θ 2 + k + h
< β 'θ

 

€ 

β '>
p +α( ) ⋅ x θ0, a( ) − x θ, a( ){ } + p y θ0, a( ) − y θ, a( ){ } + qa 1− λ( ) θ0 −θ{ } − θ0

2 −θ 2( ) + h

θ
 

€ 

β 'がこの式を満たすような値をとる場合は, 集落は

€ 

θ2までこだわり農法の面積を増や

す. そして, 

€ 

β '<
p +α( ) ⋅ x θ0, a( ) − x θ, a( ){ } + p y θ0, a( ) − y θ, a( ){ } + qa 1− λ( ) θ0 −θ{ } − θ0

2 −θ 2( ) + h

θ
 

ならば

€ 

π θ0( ) > π θ( )となるため集落は

€ 

θ3ではなく

€ 

θ0選択し, 環境農業直接支払制度に

基づく補助金は

€ 

θを増加させる効果を持たないことになる. 

	
 また, 前頁で

€ 

β '≤1+ k + λqa + hを満たす必要があることを示したので, 以上より新

たな直接支払制度が

€ 

θを増やす効果を持つ時の

€ 

β 'の範囲が定められる. すなわち, 

€ 

p +α( ) ⋅ x θ0, a( ) − x θ, a( ){ } + p y θ0, a( ) − y θ, a( ){ } + qa 1− λ( ) θ0 −θ{ } − 12 θ0
2 −θ 2( ) + h

θ
< β '≤1+ k + λqa + h 

あるいは, 

€ 

p +α( ) ⋅ x θ0, a( ) − x θ, a( ){ } + p y θ0, a( ) − y θ, a( ){ } + qa 1− λ( ) θ0 −θ{ } − 12 θ0
2 −θ 2( ) < β 'θ − h ≤θ 1+ k + λqa ( )  

という範囲内で当局が追加的な補助金の支給額

€ 

β 'を設定するのであれば, この制度に

より現行の環境農業直接支払制度よりも

€ 

θを増加させることが可能である. 

 

2.4.2 

€ 

θ =
1
4
に設定した場合  

 

	
 現行の

€ 

θ =
1
2
という状況では, 補助金支給のあり方を変更することでさらに環境こだ

わり農法の面積を増やすことが出来る可能性があることを前節で示した. 本節と次節

では

€ 

θを変えるための別の手段として, 補助金支給の仕方ではなく補助金支給が始まる

環境こだわり農法の土地面積

€ 

θ を当局が変更した時に, 集落が選択する

€ 

θがどのように

変化するかを検討していく. 

	
 現行の制度における

€ 

θ =
1
2
を

€ 

θ =
1
4
へと変更した場合を考える. これは, 当局が補助
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金需給の要件を現行制度に比べて緩めた状態を指す . この場合の補助金

€ 

A θ( )は

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

1
4

0 if θ <
1
4

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

として表される.  

	
 集落が直面する問題はこれまでの議論と変わらず, 

€ 

max π = R −C + A θ( )  

である. 一階の条件は, 

€ 

R'= C'−A' θ( )  

となり, これを満たす

€ 

θを

€ 

θ4とする.  

€ 

R ≡ − 1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l , 

€ 

C = q −a 1− λ( )θ + a { } +θ 2 + kと定めたので, これをもとに整理す

ると, 

€ 

− θ −
1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ = −qa 1− λ( ) + 2θ −1+ qa 1− λ( ) 

€ 

−θ +
1
2

= 2θ −1 

€ 

−θ +
1
2

= 2θ −1 

€ 

3θ =
3
2

 

€ 

θ4 =
1
2

 

このことを図で表すと図 20のようになる. 
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図  20 θbar=1/4 と変更した場合  

 

	
 

€ 

θ4 =
1
2
のときの集落の利潤は現行の直接支払制度での利潤

€ 

π θ1( )と等しいため, この

ことより

€ 

π θ4( ) = π θ1( ) > π θ0( )が成り立つことが分かる（

€ 

π θ1( ) > π θ0( )の数学的証明は
巻末付録参照）. すなわち, 現行の補助金支給の仕方（交付額＝交付単価×環境こだわ

り農業実施面積）のままならば, 補助金支給の境を

€ 

θ =
1
4
へと緩くしたところで効果は

変わらない. 「現行制度よりも少ない環境こだわり農業実施面積で補助金がもらえるな
らば, 集落にとって費用の面で環境こだわり農業に取り組みはじめるためのハードル
が下がるのだから, 取り組む集落が増え, 全体としての実施面積も増えるだろう」と当

局が考えるのは一見理にかなっているように思われる. しかし, その案を実行しても, 
実際には現行制度よりも環境こだわり農業の面積が増えることは無いという結論が得

られた. 
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2.4.3 

€ 

θ =
3
4
に設定した場合  

 

	
 前節では基準を

€ 

θ =
1
4
へと緩くした場合を考えたが, 次に

€ 

θ =
3
4
という風に補助金支

給の要件となる面積を厳しくした場合を検討する. 

 ここでの補助金は

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

3
4

0 if θ <
3
4

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

として表される.  

	
 これまでの議論と同様に, 集落の利潤が最大となるような

€ 

θをここでは

€ 

θ5として表

すことにする. 

€ 

θ5は図 21 にて示されているように, 

€ 

θ = θ5 =
3
4
と決定されることにな

る（導出過程は巻末の分析数式付録を参照）. 

 

 

 
図  21	
 θbar=3/4 と変更した場合  



 
 

40 

	
 

€ 

θ =
3
4
と補助金支給要件となる面積を厳しくすると , 現行制度で集落が選択する

€ 

θ1 =
1
2
よりもさらに集落は環境こだわり農業を行う面積を増やす. その点では

€ 

θ =
1
4
と

定める場合とは異なり, 現状を変えることが出来ると言えるだろう. 

	
 それでは, 2.4.1で検討した「補助金支給の仕方を変更する」という場合と比較してど

ちらが現実の政策として実行可能性があるのだろうか. 

€ 

θ =
3
4
と変更することの最大の

問題点は, 現行の制度下で補助金が支給されている集落に全く補助金が支給されない

という状況が発生することである. 現行制度の元では集落は最大で

€ 

θ1 =
1
2
までしか選

択しないため, 

€ 

θ =
3
4
という要件を満たす集落は存在しない. そのため, これらの集落

は

€ 

θ =
3
4
と変更することでこれまで支給されていた補助金が全く支給されないことに

なり, 制度のこのような変更に対しては集落からの反発が容易に予想される. 

	
 直接支払制度が全く行われていない場所で, 仮に滋賀県の直接支払制度を踏襲した

補助金支給を検討する場合に

€ 

θ =
3
4
と設定することは全く問題が無く, むしろ

€ 

θ =
1
2
と

定めるよりも効果的である. しかし, 滋賀県のケースでは制度を新設するのではなく, 

あくまでも現行制度から「移行」しなくてはいけない. 補助金支給の仕方を変更する場

合でも

€ 

θ =
1
2
時点での補助金額は現行制度より少なくはなるが, ゼロではない. 多少の

反発は起こるだろうが, 補助金支給が急にゼロになる場合よりもその反発は小さいと

考えられる. 加えて, 「環境こだわり農業の面積を増加させることに応じて増加してい

く支給額が現行よりも大きい」という仕組みは農家にとっても理解しやすいだろう. こ

のことより, 滋賀県では, 実現可能性の見地から考えると 2.4.1で検討した「補助金支給

の仕方を変更する」という手段の方が農家からの反発も少なく, より現実的であると言

える. 
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結論  

 

	
 本稿では琵琶湖の水質に関する問題として, 面源負荷, さらにその中でも人間の経済

活動である農業由来の濁水問題を扱い, この問題に対して滋賀県が取り組んでいる「環
境こだわり農産物認証制度」と「環境農業直接支払制度」という経済的インセンティブ

についての経済分析, 考察を行った. これらの段階を経て得た結論は以下のようにまと

められる. 

 
・ 滋賀県では環境こだわり農産物認証制度により発生する価格プレミアムを, 慣行農

法による収益と環境こだわり農法による収益が一致するように設定している. そし
て, このような価格プレミアムがつくならば集落は環境こだわり農法を行うインセ
ンティブを持つ. 

・ 現行の環境農業直接支払制度に基づく補助金の交付額は慣行農法と環境こだわり農

法の費用の差額を基に定められており, この直接支払制度は認証制度が単独で行わ
れる場合よりさらに環境こだわり農法を選択する農家を増加させる方向に作用する. 

・ 現行の制度よりもさらに環境こだわり農法が行われる面積を増やすための手段とし

て, 補助金支給のありかたを変更することが考えられる. そして, この方法を当局が
選択するならば, 新たに定める追加的な補助金支給額を十分に大きくすることが条

件となる. もしもこの条件を満たさない交付単価を設定してしまった場合, 新たな直
接支払制度は環境こだわり農法が行われる面積を増加させる効果を失い, 認証制度
が単独で行われる場合の面積を農家は選択することになってしまう. 

・ 現行の補助金支給のあり方のままでは, 支給要件となる面積を緩くしても, 現行制
度よりも環境こだわり農法の面積が増えることは無い. 

・ 現行の補助金支給の仕方のまま支給要件となる面積を厳しくすると, 環境こだわり

農法の面積は増加する. しかし, 農家からの反発などを考慮すると, この政策を実行
するのは補助金支給の仕方を変更することよりも困難な可能性が高い. 

 
	
 このように, 滋賀県の農業環境政策の効果, そして現行の制度を変えることによって
さらに大きな効果を持つようになる可能性があることを示した. 農業由来の濁水問題
への対策を考える際に, 本稿が一助となれば幸いである. 

 
*本稿執筆にあたり滋賀県農政水産部農業経営課の小松茂雄様, 南重治様から貴重なコ
メント, アドバイスを頂きました. ここに記して感謝申し上げます. 
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分析数式付録  
 
	
 本稿の分析はグラフを中心としたものだった. ここでは本文中では行わなかった, こ

れらのグラフがそれぞれ何故そのように描けるかということの数理的証明を行う. 

 
2.3.2	
 環境こだわり農産物認証制度の経済分析 

 

	
 「環境こだわり農産物認証制度」が単独で行われた時の利潤最大化の面積

€ 

θ0が

€ 

θ0 <
1
2

であることを証明する. この時の集落の利潤

€ 

π(θ0)は, 

€ 

π(θ0) = R(θ0) −C θ0( )  

と表される. また, 

€ 

R θ( ) = −
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l , 

€ 

C θ( ) = q −a 1− λ( )θ + a { } +θ 2 + kであるた

めこれを代入して, 

€ 

π(θ0) = −
1
2
θ0 −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l − q −a(1− λ)θ0 + a{ } −θ 2 − k  

を得る. 一階の条件は, 

€ 

R'= C' 
であるので, これより 

€ 

2 × 1
2
θ0 −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

= q −a(1− λ){ } + 2θ0 

€ 

−θ0 +
1
2

= q −a(1− λ){ } + 2θ0 

€ 

3θ0 =
1
2
− q −a(1− λ){ } 

€ 

3θ0 =
1
2

+ qa(1− λ)  

  

€ 

θ0 =
1
3
1
2

+ qa(1− λ)
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
① 

を得る. ここで, p. 29 で現行の補助金交付単価

€ 

βを求めた際に得た

€ 

β =1− qa 1− λ( )よ
り, 

  

€ 

1− qa(1− λ) > 0 β > 0 
となることが分かる. これより,  
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€ 

1 > qa(1− λ) ② 

を得る. ②式の両辺に

€ 

1
2
を加えて, 

€ 

1+
1
2

>
1
2

+ qa(1− λ) 

€ 

⇔
3
2

>
1
2

+ qa(1− λ) 

€ 

⇔
1
3
×
3
2

>
1
3
1
2

+ qa(1− λ)
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

 

€ 

⇔
1
2

>
1
3
1
2

+ qa(1− λ)
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭  

この式の右辺は①式で求められた

€ 

θ0に他ならない. ゆえに, 

€ 

1
2

> θ0  

となる. 

Q. E. D. 

 

2.3.3	
 環境農業直接支払制度の経済分析 

 

	
 
まず, 現行の「環境農業直接支払制度」が導入されると

€ 

θ =
1
2
≤θ ≤1の範囲で

€ 

C − Aの

曲線が増加関数となることを示す. 現行制度では

€ 

A θ( ) = βθ if θ ≥
1
2
なので, 

€ 

C(θ) − A(θ ) = q −a(1− λ)θ + a{ } +θ 2 + k − βθ  

€ 

= −qa(1− λ)θ + qa +θ 2 + k − βθ  

€ 

= θ 2 − qa(1− λ) + β{ }θ + qa + k  

  

€ 

= θ −
1
2
(qa(1− λ) + β)

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

−
1
4
qa(1− λ) + β{ }

2
+ qa + k ③ 

ここで再び, p. 29で得た

€ 

β =1− qa 1− λ( )より, 

€ 

β =1− qa(1− λ)⇔ β+ qa(1− λ) =1 

  

€ 

1
2
qa(1− λ) + β{ } =

1
2
④ 
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となる. この④式を③式に代入すると, 

€ 

θ ≥
1
2
のとき必ず

€ 

C(θ) − A(θ ) > 0となることが

分かる. 

Q. E. D. 

 
	
 「環境こだわり農産物認証制度」に現行の「環境農業直接支払制度」が加わった際, 集

落が選ぶこだわり農法の面積

€ 

θ1が

€ 

1
2
となることを証明する. 

集落の問題は, 

€ 

max π(θ) = R(θ ) −C(θ) + A(θ ) 

である. ここで, 

€ 

R(θ) =
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l , 

€ 

C θ( ) = q −a 1− λ( )θ + a { } +θ 2 + k , 

€ 

A θ( ) = βθ  

なのでこれらを代入して, 

€ 

−
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l − q −a(1− λ)θ + a{ } − (θ 2 + k) + βθ  

となる. 一階の条件は,  

€ 

R'= C'−A'  

なので,  

€ 

2 × −
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

= q −a 1− λ( ){ } + 2θ − β
 

を得る. これを解いて, 

€ 

−θ +
1
2

= −qa 1− λ( ) + 2θ − 1− qa 1− λ( )( ) 

€ 

⇔ 3θ =
1
2

+ qa 1− λ( ) +1− qa 1− λ( )  

€ 

⇔ 3θ =
2
3

 

€ 

⇔θ =
1
2  

この時の

€ 

θを

€ 

θ1と定めたので, 

€ 

θ1 =
1
2
である. 

Q. E. D. 
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 「環境農業直接支払制度」が導入された時の方が「環境こだわり農産物認証制度」単

独の時より利潤が大きくなること, すなわち

€ 

π θ1( ) > π θ0( )となることを証明する. 

€ 

π θ1( )の時は補助金

€ 

A θ( ) = βθ if θ ≥
1
2
が支給されるので, 

€ 

π θ1( ) = R θ1( ) − q −a 1− λ( )θ1 + a { } −θ12 − k + βθ1 

である. 一方

€ 

π θ( )は, 

€ 

π θ0( ) = R θ0( ) − q −a 1− λ( )θ0 + a { } −θ02 − k  

となる. ２つの利潤の差を求めると, 

€ 

π θ0( ) −π θ1( ) = R θ0( ) − q −a 1− λ( )θ0 + a { } −θ02 − k − R θ1( ) + q −a 1− λ( )θ1 + a { } +θ1
2 + k + βθ1

= R θ0( ) − R θ1( ) + qa 1− λ( ) θ0 −θ1( ) − θ0
2 −θ1

2( ) − 1− qa 1− λ( ){ }θ1

€ 

θ1 =
1
2
より, 

€ 

π θ0( ) −π θ1( )

= R θ0( ) − R 1
2
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ + qa 1− λ( ) θ0 −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ − θ0

2 −
1
4

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ −
1
2

+
1
2

qa 1− λ( )
 

€ 

= −
1
2
θ0
2 −
1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+1+
1
2
1
2
−
1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

−1+ qa 1− λ( )θ0 −
1
2

qa 1− λ( ) −θ0
2 +
1
4
−
1
2

+
1
2

qa 1− λ( )  

€ 

= −
1
2
θ0
2 +
1
2
θ0 −

1
8

+ qa 1− λ( )θ0 −θ0
2 −
1
4

 

€ 

= −
3
2
θ0
2 +

1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
θ0 −

3
8

 

€ 

= −
3
2
θ0
2 +

1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
θ0 −

3
8

 

€ 

= −
3
2
θ0
2 −
2
3
1
2

+ qa 1− λ( )
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ θ0

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
−
3
8

 

€ 

= −
3
2
θ0 −

1
3
1
2

+ qa 1− λ( )
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

+
1
6
1
2

+ qa 1− λ( )
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

−
3
8

 

p. 39で

€ 

θ0 =
1
3
1
2

+ qa(1− λ)
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
と求めたので,  
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€ 

θ0 −
1
3
1
2

+ qa 1− λ( )
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ = 0となる. これより, 

€ 

π θ0( ) −π θ1( )  

  

€ 

=
1
6
1
2

+ qa 1− λ( )
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

−
3
8
⑤

 
また,   

€ 

1− qa(1− λ) > 0 β > 0より,  

€ 

1 > qa 1− λ( )
 

両辺に

€ 

1
2
を加えて,  

€ 

1+
1
2

>
1
2

+ qa 1− λ( ) >
1
2

 

  

€ 

3
2
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

>
1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

⑥ 

⑤式に合わせるために⑥式の両辺に

€ 

1
6
をかけると次式を得る. 

€ 

1
6
×
9
4

>
1
6
1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

 
これを整理して, 

€ 

3
8

>
1
6
1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

 

€ 

3
8
−
3
8

>
1
6
1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

−
3
8

 

€ 

0 >
1
6
1
2

+ qa 1− λ( )
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

−
3
8

 

€ 

0 > π θ0( ) −π θ1( )
π θ1( ) > π θ0( )

 

Q. E. D. 
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2.4.1	
 補助金支給の仕方を変更した場合 

 

	
 新たな直接支払制度が効果を持つ時に集落が選択する

€ 

θ2が

€ 

θ2 >
1
2
であることを証明

する. 

€ 

A2 θ( ) = β 'θ − h	
  
である. また, 

€ 

β '> β =1− qa 1− λ( ) > 0  
集落の利潤最大化問題を解いて,  

€ 

R'= C'−A'2  

€ 

2 × −
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

= q −a 1− λ( )( ) + 2θ − β ' 

€ 

−θ +
1
2

= q −a 1− λ( )( ) + 2θ − β '  

€ 

3θ =
1
2

+ qa 1− λ( ) + β ' 

  

€ 

θ2 =
1
3
1
2

+ qa 1− λ( ) + β '
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
⑦ 

ここで, 

€ 

β '>1− qa 1− λ( ) = β( ) 

€ 

β '+qa 1− λ( ) >1 

€ 

1
2

+ β '+qa 1− λ( ) >1+
1
2

 

€ 

θ2 =
1
3
1
2

+ qa 1− λ( ) + β '
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

>
1
3
×
3
2

=
1
2  

ゆえに, 

€ 

θ2 >
1
2

 

Q. E. D. 
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2.4.3	
 

€ 

θ =
3
4に設定した場合 

 

 

€ 

θ =
3
4
に変更した場合に集落が選択する

€ 

θ5 =
3
4
となることを示す. 

集落の利潤は, 

€ 

π = R −C + A 

€ 

= −
1
2
θ −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l − q −a(1− λ)θ + a{ } − (θ 2 + k) + βθ
 

€ 

= −
1
2
θ 2 −θ +

1
4

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ + l + qa(1− λ)θ − qa −θ 2 − k + βθ

 

€ 

= −
3
2
θ 2 +

1
2

+ qa(1− λ) + β
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ θ −

1
8

+ l − qa − k
 

€ 

= −
3
2
θ 2 −

2
3
1
2

+ qa(1− λ) + β
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ θ

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
−
1
8

+ l − qa − k
 

平方完成して,  

€ 

= −
3
2
θ −

1
3
1
2

+ qa(1− λ) + β
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 

⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 

2

+
1
6
1
2

+ qa(1− λ) + β
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ −
1
8

+ l − qa − k
 

€ 

β =1− qa 1− λ( )より, 

€ 

1
3
1
2

+ qa(1− λ) +1− qa(1− λ)
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟  

€ 

1
3
1
2

+ qa(1− λ) + β
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ =

1
2

 

€ 

θ5 =
3
4

 

 

	
 

€ 

3
4
≤θ ≤1の範囲では

€ 

Rは減少関数, 

€ 

C − Aは増加関数となるため, この範囲内で集落

の利潤が最も大きくなるのは明らかに

€ 

θ =
3
4
の時である. よって, 認証制度が単独で行

われる場合の

€ 

π θ0( )よりも

€ 

π
3
4
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ が大きくなるならば, 

€ 

θ0と比べても集落は

€ 

θ5 =
3
4
を選

択する. 
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すなわち

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

3
4

0 if θ <
3
4

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

のもとで

€ 

π θ0( ) −π 3
4
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ < 0が成り立てばよい. 

€ 

π θ0( ) −π 3
4
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ 

= −
1
2
θ0 −

1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

+ l − q −a(1− λ)θ0 + a{ } − (θ02 + k) + βθ0

+
1
2
3
4
−
1
2

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

− l + q −a(1− λ) 3
4

+ a
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
− ( 3
4

2

+ k) +
3
4
β

 

€ 

= −
1
2
θ0
2 −
1
2
θ0 −

1
8

+ qa(1− λ)θ0 −θ0
2 + βθ0 +

1
32

+
3
4
qa(1− λ) − 9

16
−
3
4
β 

€ 

β =1− qa 1− λ( )より, 

€ 

= −
3
2
θ0
2 +
1
2
θ0 +

15
32

−
3
4

 

€ 

= −
3
2
θ0 −

1
6

⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

−
31
96

 

€ 

θ0 =
1
3
1
2

+ qa(1− λ)
⎧ 
⎨ 
⎩ 

⎫ 
⎬ 
⎭ 
より, 

€ 

= −
3
2
1
6

+
1
3
qa(1− λ) − 1

6
⎛ 

⎝ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 
⎟ 
2

−
31
96

 

€ 

= −
1
6
qa(1− λ) − 31

96
< 0  

よって, 

€ 

π θ0( ) −π 3
4
⎛ 

⎝ 
⎜ 
⎞ 

⎠ 
⎟ < 0となり, 

€ 

A θ( ) =
βθ β > 0( ) if θ ≥

3
4

0 if θ <
3
4

⎧ 

⎨ 
⎪ 

⎩ 
⎪ 

という補助金が支

給されるとき, 集落は認証が単独で行われるときの

€ 

θ0ではなく

€ 

θ5 =
3
4
を選択する. 

Q. E. D. 
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